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[当事者名]

控訴人（甲事件原告）甲野太郎[仮名]　ほか五名，（乙事件原告）　乙山松夫[仮名]　ほか一名
対　

被控訴人（両事件被告）新日本監査法人，東郷重興，窪田弘，岩城忠男
[事実の概要] 

本件では、平成10年12月の金融再生法上の特別公的管理開始決定によりその全株式が預金保険機構によって取得され、その後の株価算定委員会決定によりその株式に生じた損害賠償を求めた事件である。原告甲野太郎らは日本債券信用銀行の株主であったが、日本債券信用銀行の元取締役3名及び会計監査人であった新日本監査法人を被告として、株価下落により損失を被った等を理由に証券取引法違反（不実記載等）により自己保有の取得価格相当の損害賠償を求めたものである。第1審（京都地判平成15・9・24判時1863号119頁）は、甲野太郎らの請求をすべて棄却した。そこで甲野太郎らが控訴したのが本判決である。

[判旨]

控訴棄却〔確定〕。
第1審において争点となったのは,平成9年3月期の決算における①貸倒引当金の計上基準,②株式の評価基準,であり、①については、「平成9年3月31日の時点で, 日本債券信用銀行の関連20社に対する貸付金のうち、日本債券信用銀行が償却した部分のほかに、少なくとも1464億円について、基本通達による償却の要件を備えていたことを認めることはできず、他にこれを認めるに足りる証拠はない。……商法285条ノ4第2項は,金銭債権の評価については、『取リ立ツルコト能ハザル見込額』を控除することを要するとし、企業会計原則も売掛金等の債権の貸借対照表価額は,債権金額又は取得価額から正常な貸倒見込額を控除したものとするとしているところ、これらの見込額は、公正な会計慣行……によって判断されることとなる。そして、その公正な会計慣行に合致する会計基準は、一般的に複数存在することもあり得るのであって、甲野太郎らの主張する会計基準が、唯一絶対のものであることを認めるに足りる証拠はなく、基本通達9－6-4の要件を満たす債権については、全額を償却することが義務であるとまではいえない」と判示し、②についても「[債券]先物取引においては、利益が出ても損失が出ても契約を履行する義務を有するのに対し、買建のオプション取引においては、購入者はオプションを行使する権利を有するのみであり、相場の状況が購入者に有利であれば権利を行使し、不利であれば権利を放棄することができるから、債券先物取引の会計処理基準を類推適用する際、「先物契約の変動額」を「オプション行使価額と時価」との差額と読み替えることが一概に不合理であるとはいえない。すなわち,債券先物取引の会計処理基準を類推適用すること、その際、保有株式の時価をオプションの行使価額によって修正した上で算定することが不合理であるとはいえない」と判示した。
　これについて第2審では、1審判決の一部を加除訂正したほかは、これをほぼ全面的に引用し甲野太郎らの控訴を棄却したものである。
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